ワンストップサービスと県への要請

リストラ生活支援センターは11月30日、岡山県に対して、年末の失業・生活支援を要望する緊急の要請を行いました。この日は全国２１５市町村が参加して、１７都道府県のハローワーク77か所で一斉に開かれたワンストップサービス（試行）が実施されたもので、会場となった岡山市北区野田のハローワークには生活支援を求める失業者ら34人が訪れ、担当機関の枠を超えて約80件の相談が寄せられたと報道されました。厚生労働省は全国的に2,399人が相談に訪れたと発表しています。リストラ支援センターがこれまでにも岡山県に対して生活困窮者に対する支援活動を要請してきましたが、ワンストップサービスは国の方針とは言え一歩前進です。この取組みは非常に大切であり、全県的に同じような支援策が必要との認識もって、県として失業者と生活困窮者に対する対策を立てるよう要請しました。要請に対して「県としては、失業者の多い岡山市と倉敷市が一時避難所の設置を決めており、県の期待通りに進んでいる。ワンストップサービスは政令市や中核都市に厚生労働省が要請したもので、岡山県に要請されたものではないため、事態の推移を見て検討する」として、これまでの姿勢に変化はありませんでした。リストラ生活支援センターは、失業者は急増しており、年末には公設の派遣村が必要ではないか、との問いかけにも「雇用が厳しいという認識はある。しかし事態は昨年ほど深刻ではなく、県の守備範囲としては企業に踏ん張ってもらうことが必要であり、経団連などへ雇用確保を要請している」と答えました。結局、県は生活困窮者対策を守備範囲と考えていないこと、雇用確保も経済界に要請して推移を見守っている状態が今日でも続いていることが分かりました。センターとしては全国的な動きと厚生労働省の方針なども踏まえて、再度、県に対して要請を行うことにしました。
